
 

２０２２年度 

事 業 計 画 

Ⅰ．基本方針 

 

２０２２年度（令和４年度）事業計画案について申し上げます。 

日本橋法人会は、設立以来、基本理念として「企業及び社会の健全な発展に

貢献する納税者団体」を目途とし、「税」に関する事業を通じ申告納税制度の

推進と納税思想の高揚に貢献、「国政の健全な運営の確保」に寄与していくこ

とを基本方針として取り組んでまいりました。 

 

一昨年に引き続き、２０２１年度（昨年度）におきましても、変異型コロナ

株蔓延のなか、感染予防対策として三密を避ける取り組みを徹底し、事業活動

に積極的に取り組んでまいりました。本年度（２０２２年度）もこの方針を引

き継ぎ、公益法人としての責務を果たすべく取り組んでまいります。 

 

さて、２０２３年（令和５年）１０月１日より現在の消費税仕入税額控除方

式が適格請求書等保存方式（インボイス制度）へ移行する予定ですが、事業者

には大きな改正点であり、施行まで残すところ 1 年６ヶ月となってまいりまし

た。 

また、２０２２年１月１日より、改正電子帳簿保存法が施行され、国税関係の

帳簿・書類のデータ保存について、抜本的な見直しが行われました。ただし、２

０２１年１２月１０日に発表された与党の「２０２２年度（令和４年）税制改正

大綱」では、「電子取引」に関するデータ保存の義務化について、２０２３年１

２月末まで２年間に行われた電子取引については従来どおりプリントアウトし

て保存しておくことが認められることとなり、それに対応するための省令改正等

が行われました。 

ついては、インボイス制度及び電子帳簿保存法の内容を正しく理解・研究し、

誤りなく移行出来ますよう研修会を引き続き実施充実させてまいります。 

また、中小企業の後継者問題や税制の観点からの研修会も行い、特に事業承

継税制の確立に向け、本年度も引き続き改正要望を行ってまいります。 

 

  法人会の会員数を取り巻く環境は非常に厳しく、未だ会員数の減少が続いて

おります。 

それは世界的に蔓延している新型コロナウイルスも三年目に入ったが、残念

ながら未だ完全にこのウイルスに勝つことは出来ず、また本年 2 月に起こった

ウクライナ侵攻、これらが主因となり今後世界的景気減退が更に加速するので

はないかと危惧されます。 

 

このような状況下ですが、法人会は会員増強は「組織と財政の安定の基盤」

であり、本事業年度も会員増強を全会で推進してまいる所存です。 

 

更に、支部活動の活性化も重要であり、本部と連携を図り、相互に情報交換
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を行いながら事業の推進に努力してまいります。 

 

会員企業、そして一般納税者に対し有用な情報を広報誌｛日本橋かわら版｝

並びにホームページを通じ広報し、公益事業の拡充・推進、共益事業の会員相

互の交流、また新たな収益事業についても協議してまいります。 

 

以下、本年度（２０２２年度）の事業実施計画案の詳細は次の通りです。 

 

 

Ⅱ．重点施策 

 

１．会員増強は会の最重要課題であり、コロナ禍等現状においては景気の減退

を招いており、大変厳しい状況にあります。 

このような環境下ですが、会員を獲得する方策を協議し、各支部をはじめ

関係各位の協力を得て全会で推進活動に取り組んでまいります。 

 

２．税制改正は、当会は特に事業存続のための税制改正の早期実現、更に適正・

公平、且つ事業主に過度な負担とならない簡素な税制の確立等を強く要望し

てまいります。 

税制の調査研究を行い、法人会の総意としての税制改正提言書を、政府・

地元選出議員・関係官庁等実現に向けた陳情等を行ってまいります。 

また、国税庁が推進しているｅ-Tax 並びに地方税の eLTax を初め、各種電

子手続の利用拡大に今年度も一層の努力をしていきます。 

 

３．公益事業の実施については、中小企業が抱える後継者問題また事業承継税

制問題について研修会を引き続き実施することとします。 

また、働き方改革、IT 関連情報セキュリティや AI 関連セミナー、SNS を活

用した業績アップセミナー等も時代に応じた研修を実施していきます。 

 

毎年恒例の決算法人説明会、新設法人説明会、改正税法、簿記検定講座、

経営・経済講演、実務・教養講座等、会員の為の有用な研修については本年

度も継続して実施します。 

また、新たに２０２３年（令和５年）１０月から導入予定の消費税の適格

請求書等保存方式（インボイス制度）についても積極的に研修会を実施して

まいります。 

 

東京税理士会日本橋支部及び第一弁護士会と提携し、税理士・弁護士によ

る無料の対面及びメールによる税務相談・法律相談及び社会保険労務士によ

る労務相談も引続き実施します。 

 

４．当会の情報誌「にほんばし かわら版」を年４回発刊し、税関連の記事、

時事情報、地元情報等の提供を行ってまいります。 

また、ホームページ（HP）の充実により、会員並びに一般の方々に対し会

の事業周知を図ると共に、多くの方に閲覧しやすい HP 作りに努めます。 
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５．本年度も日本橋管内各町会をはじめ管内各関連団体と連携し、「防災・防

犯対策」、「環境問題」等、具体的な社会貢献活動を通じ地域域社会の発展

に積極的に協力、推進していくことに努めます。 

 

６．厚生事業又は会員支援事業を通じ、会員が“親しみ、利用しやすい法人会”

づくりを目指し努力してまいります。 

 

Ⅲ．主な事業計画 

１．税知識の普及を目的とする事業 

  （１）改正税法、新設法人、決算法人をはじめとする税務研修、その他の各 

種税務研修会の開催 

  （２）個別の税務相談の実施 

（３）地区、支部、部会における税務研修会の開催 

［担当：事業委員会・組織委員会・各地区・各支部・各部会］ 

 

 ２．納税意識の高揚を目的とする事業 

  （１）納税表彰、絵はがき募集及び表彰、「税を考える週間」における街頭 

広報キャンペーンの実施 

（２）地域イベントを通じての税の広報活動 

（３）広報誌や HP による税情報の発信 

（４）国・地方が推進している e-Tax・eLTax の利用率拡大運動 

 ［担当：総務委員会・社会貢献委員会・広報委員会・ 

IT 委員会・各支部・各部会］ 

 

３．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

（１）税制に関する調査研究、税務行政に対する意見要望等の情報収集 

（２）上部団体が実施するアンケートの取り纏め 

（３）政府、地元選出議員、関係官庁等に対する税制改正要望の実施 

（４）全法連主催の青年の集い、女性フォーラムへの参加による情報交換等 

の実施 

（５）東京税理士会日本橋支部や中央区、都税事務所と情報交換、意見交換 

の実施 

［担当：総務委員会・税制委員会・各部会］ 

 

 ４．企業の健全な発展に資する事業 

（１）経営、経理、労務、法務等に関する研修会の開催 

（２）専門家による法律相談、労務相談の実施 

（３）HP による企業情報の発信 

（４）その他の企業の健全な発展に資する事業 

［担当：社会貢献委員会・事業委員会・広報委員会・IT 委員会・ 

各地区・各支部・各部会］ 
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 ５．地域社会への貢献を目的とする事業 

（１）町内会、商店会等との各種イベント等への協力、共催等 

（２）日本橋川浄化活動、中央区・都による防災、環境対策、エネルギー政 

策への関与 

（３）防災・防犯研修・訓練等への参加 

（４）その他の地域社会への貢献を目的とする事業 

［担当：社会貢献委員会・広報委員会・IT 委員会・   

厚生委員会・各地区・各支部］ 

 

 ６．会員の福利厚生に関する事業 

（１）葬祭サービスに係る事業の実施 

（２）その他の会員の福利厚生に資する事業 

［担当：厚生委員会］ 

 

 ７．会員の支援に資するための事業 

（１）会員企業及びその従業員等を対象とした各種保険事業の推進 

（２）企業保全を目的とした事業の推進 

（３）地域加盟店による各種優待制度の実施 

（４）役員、会員を対象とした各種親睦会などの開催 

［担当：総務委員会・厚生委員会・各地区・各支部・各部会］ 

 

８．組織・財政基盤の強化 

（１）会員増強運動の推進 

（２）支部の合併と活性化の推進 

［担当：組織委員会・各地区・各支部］ 

 

９．部会活動の充実 

（１）部会の特徴を活かした魅力ある事業活動の推進 

［担当：特別研修部会・源泉部会・青年部会・女性部会］ 

 

１０．地区活動の充実 

（１）正副地区長会並びに地区役員連絡協議会の開催 

（２）関係官庁をはじめ各地区・支部相互の情報交換の充実 

（３）地区ごとの合同研修会の開催 

（４）支部合併のための協議と推進 

［担当：各地区・各支部］ 

 

１１．会務運営の充実 

  （１）東法連及び全法連並びに他の関係諸団体との連絡調整 

  (２) 支部との相互連絡協調の推進 

［担当：総務委員会］ 

 

  （３）予算運用の適正化 

［担当：予算委員会］ 
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